










































































































                                                
1 関根 孝［2016］。 




























                                                
3 立川市のＨＰ「立川市の概要」「立川市の歴史」（2015 年 1 月閲覧）。 
 
表１ 立川市の世帯数・人口等の推移 
年 世帯数 人 口 
2000 69,809 162,549 
2001 70,960 163,421 
2002 72,342 164,639 
2003 73,417 165,410 
2004 74,657 166,829 
2005 76,050 168,828 
2006 77,170 169,768 
2007 78,581 171,325 
2008 79,876 172,547 
2009 80,942 173,692 
2010 81,794 174,458 
2011 82,567 174,920 
2012 83,092 175,188 
2013 84,841 178,407 
2014 85,148 178,194 
2015 86,347 179,090 
2016 87,091 179,796 
出所）立川市資料（住民基本台帳）による。注）各年、元旦の数字。 


























1881 年に柴崎村から立川村へと改変、89 年に甲武鉄道(現在の中央線)が開通し、1922 年
に立川飛行場が開設、40 年に市制が施行された。戦後は米軍の「基地の町」としての途を
歩んだ。63 年に砂川町と合併し、その後 77 年に立川基地が全面返還されると、基地跡地
を利用した新しいまちづくりが開始され、「にぎわいとやすらぎの交流都市 立川」に向け
発展中である。 



























仮僑が流されないようロープで船を繋ぐこともあったという5。1926 年（大正 15 年）、甲
州街道は日野橋で架橋され、下流の満願寺の渡しと共に廃止された。 
                                                
4 ここは主に次の資料を参考にした。立川市史編纂委員会［1978］、立川商工会議所［2004］。 
5 立川商工会議所［2004］33 頁。 
－ 6 － 
明治時代を通じての立川村（柴崎村）と砂川村の
主要な産業は農業であった。1876 年の調査によると、
























は、1945 年２月 16 日以降、13 回に及ぶ空襲を受け多くの被害を出した。 
 
                                                
6 立川市史編纂委員会［1978］（下）1114 頁。 














































                                                
8 立川市史編纂委員会［1978］（下）1162 頁。 
9 中野隆右［2009］。 
10 伊藤良三は、現在、丸屋本店社長・立川商店街連合会理事長の父親である。 








伊勢丹に隣接して「中武デパート」が、地下 1 階、地上 7 階、建物面積は 1 万 4,200ｍ2で
営業開始した。84 年、全面リニューアルに伴い「フロム中武」に名称を変更、レディース
ファッション、輸入雑貨、占いコーナー、ホビーショップなど、多種多様な専門店のテナ
ントが多く入居していた。2015 年、耐震工事のため全館閉店し、現在は 16 年のリニュー
アルオープンに向け改装中である。 
















町）では、1964 年度から 66 年度にかけて、戸数 5,260 の都内最大級の都営団地としてス
                                                
11 青木 久［2010］。 



















店舗数 従業員数 年間商品販売額 売場面積 
 （人） （百万円） （㎡） 
1976 1,740 8,860 120,783 125,174 
1979 1,790 9,024 147,812 135,017 
1982 1,863 9,941 177,929 144,244 
1985 1,937 10,379 192,705 152,139 
1988 1,842 10,322 215,504 150,131 
1991 1,801 10,850 274,935 155,444 
1994 1,584 11,188 270,837 172,941 
1997 1,530 11,188 270,837 172,941 
1999 1,580 12,865 272,205 212,363 
2002 1,415 12,375 300,577 255,738 
2004 1,445 13,044 291,314 274,108 
2007 1,332 13,012 295,174 273,043 
2012 924 9,494 233,260 223,373 
出所）経済産業省『商業統計表』各年。注）ただし、2012 年は総務省統
計局「平成 24 年経済センサス活動調査」で継続性はない。 
 
－ 10 － 
第１に店舗数は、全国レベルでは 1982 年が 172 万店舗と最大で、その後店舗数減少の時
代に突入したが、立川では駅ビルオープンの影響などで３年のずれが生じた。すなわちター
ニングポイントは 85 年である。第２に、年間商品販売額は、1982 年の 1,800 億円から 2002
年の 3,000 億円と 20 年間で、およそ 1,200 億、1.7 倍に増加している。立川の小売業は周
辺地域から顧客を吸引し、相対的に活況を呈していると言って間違いがないであろう。 
 
表３ 主な東京市部の大型店比率（2007 年） 
（百万円） 
 大型店数 事業所数 従業員数 年間商品販売額 総販売額 シェア 
八王子市 74 451 9,896 228,391 568,574 40 
立 川 市 30 338 5,697 185,769 295,174 63 
武蔵野市 19 394 5,584    - 281,475 - 
三 鷹 市 16 66 1,612 36,482 129,052 28 
青 梅 市 19 50 1,676 31,436 113,092 28 
府 中 市 24 107 3,250 92,471 229,797 40 
昭 島 市 13 129 3,054 54,267 119,875 45 
調 布 市 18 216 4,206 68,634 196,391 35 
町 田 市 63 509 8,781 255,549 504,840 51 
小金井市 11 29 917 22,839 68,161 34 

















 図３ 立川駅周辺 
    の商店街 


















－ 11 － 
第３は、立川市の小売業の特徴のひとつは大型店の比重が高いことである。1988 年でみ
ると、大規模小売店舗法による第 1 種大型店（売場面積が 3,000ｍ2以上の店舗）の販売額
シェアは 53.8％、第２種大型店（売場面積が 500ｍ2以上の店舗）は 16.2％、合計 70％に
も達していた12。2007 年でも、売場面積 1000ｍ2超の大型店のシェアは 63％あり、大型店
支持人口（大型店１ｍ2当たりの人口）は小さく、大型店同士が厳しい競争に晒されている
と考えられる。主な東京市部の大型店比率をみても、立川市の販売額シェアが圧倒的に高























                                                
12 東京都「商業統計調査 1988 年」による。 






「心」として発展する大きな変化への第 1 歩と言える。 
 それまで立川市は周辺地域と比べると立ち後れが目立ち、商業中心地としての地位は低
下しつつあった。たとえば、個性的商品（ファッション衣料、高級和洋服など）に関して、



















                                                
13 立川市［1996］『平成７年度 立川市商店街通行量調査』。 
14 立川商工会議所［1996］『立川主要商圏の買い物行動－立川７㎞圏消費者の動向調査報告書』。 
15 立川商工会議所［1991］『平成２年度 立川商勢圏動向調査報告書』。 

















に関する法律」（大規模小売店舗法、大店法、1973 年 法律 109 号）第３条申請を行ったの
が 92 年、そして立川高島屋が第５条申請を行い、改正大店法のもとの意見集約会議が開催































民の 58％、東大和 57％、昭島 56％に達している。また、あきる野 44％、青梅 39％、八王
子は 33 の市民が立川のまちのイメージが変わったと答えている。 







                                                
16 伊藤良三 立川商店街連合会理事長 に対するヒアリングによる（2015 年 12 年７日）。 
17 日本経済新聞（2015 年 11 月 30 日付）。 
18 立川市［1997］78 頁。 









立川駅南口土地区画整理事業 立川市 1966 年 2014 年事業完了。 
















1989 年 10 棟（オフィス、高島屋、ホテル、シネコン
など入居）。1994 年オープン。109 ヶ所のオブ
ジェを配し「都市景観大賞を受賞」。 























－ 16 － 





















街頻度は 64％、滞留時間はおよそ 50％上昇していることが明らかになった21。 
                                                
19 Klaassen et al. [1981] p.20. 
20 ibid. p.160. 
21 運輸施策研究所［2004］74-75 頁。 
表５ 1 日当たりの乗降客数の推移 
 1995 2002 増減率％ 
立川駅 248,312 341,942 27.4 
八王子駅 167,753 167,753 -3.3 
出所）多摩信用金庫［2006］「多摩コミュニティレポート」42 号。 
注）立川駅にはモノレールの乗降客数が加わる。 



























において確固たる一番店の地位を築いている。ちなみに 2014 年の伊勢丹の年商が 385 億円
に対し、これまで立川を代表する百貨店だった高島屋立川店は 169 億円と半分以下に低迷
                                                














－ 18 － 




























出所）日本経済新聞（2015 年 12 月 10 日付）。 
                                                
23日本経済新聞（2000 年 12 月 10 付）。 






























松駅からも徒歩 7 分である。 
立川駅周辺は商業施設が集まっており、車で近隣から来る客で慢性的な渋滞が発生して




























                                                
24 日本経済新聞（2014 年４月１日付、４月 14 日付）。 
25 『日経トレンディネット』［2014］。 
26 日本経済新聞（2010 年 12 月 15 日付）。 








































モノレールの増便 ②公共交通の利用促進のための 500 円相当の買い物券・宅配便割引
サービスなどの実施、自動車交通の分散策では、①店舗敷地内の駐車場（約 3,000 台）と













れていかれたら大変」と、駅ビルのルミネは時間消費の怖さを心配し、2014 年秋と 15 年
春の２回に分けて食品売り場を大幅改装したほか、子供が遊べるスペースの新設など対抗
策を打ち出した。高島屋も 16 年春に食料品売り場で大幅改装する。伊勢丹立川店も「喫茶
                                                
27 日本経済新聞（2015 年 12 月 10 日付）。 
28 日本経済新聞（2015 年９月 26 日付）。 
29 日本経済新聞（2015 年 11 月 30 日付）。 




























                                                
30 日本経済新聞（2015 年 12 月 10 日付）。 
31 日本経済新聞（2015 年 12 月 10 日付）。 
32 関根 孝［2016］122-123 頁。 
33 矢作敏行／南 亮一［2016］28 頁。 



























少女シリーズや女性を対象とする商品などを毎年、200 から 300 アイテムを市場に送り出
                                                
34 壽屋ＨＰと次の３氏に対するヒアリング（2016 年 1 月）などによる。清水一行 壽屋代表取締役社
長／清水浩代 取締役副社長／比留間誠 戦略開発課課長。 
35 若者など、社会内で価値基準を異にする一部の集団で担われる文化のこと（広辞苑）。 





























Ⓒ &TM Lucasfilm Ltd. 
出所）壽屋ＨＰ。 




























                                                
36 岩下光明 まちづくり立川代表取締役社長に対するヒアリング（2016 年 1 月）と同社ＨＰなどによ
る。 































－ 28 － 




























                                                
37 クラウドファンディングについては、「ふるさと投資」連絡会議［2015］『「ふるさと投資」の手引』
を参考にした。 












計画作成を求めるのは珍しい。また現在、市内全域に 38 の商店街があり、うち 26 が振興
組合連合会に加盟しているが、これらに対して街路灯のＬＥＤ化を積極的に進めている。







立川市では広域商業診断報告書は、1977 年度と 89 年度の２度策定されている。 







                                                
38 立川市産業文化スポーツ部産業観光課の吉田 正 商工振興係長と井深亜希子 商工振興係に対
するヒアリングによる（2015 年 10 月）。 



























こでは 1960 年から 79 年までの商業統計を用いて、立川市の小売業を東京区部、多摩地域
（立川市を含む）と比較して次の３点にまとめている39。 
１ 多摩地域は、商店数、従業員数、実質年間販売額のいずれの指数伸び率でも成長し
                                                
39 商業近代化委員会立川地域部会［1981］56-60 頁。 




























































































                                                
40 立川市［1997］31-33 頁。 
－ 34 － 
 




























                                                
41 立川市［1998］18-23 頁。 
－ 35 － 
 
☆  ☆  ☆  ☆  ☆ 



























－ 36 － 
もたらされてきた。その人的意思決定とは、輸送構造や輸送計画などの交通体系の変化、
およびこれらと関連する土地利用と都市計画である。小売業や商業集積にとって最大の財
























立川商店街連合会 伊藤良三 理事長（丸屋本店代表取締役社長）／同 石井 賢 事務局長
／まちづくり立川 岩下光明 代表取締役社長（岩下商事代表取締役社長）／壽屋 清水一行 
代表取締役社長／同 清水浩代 取締役副社長／同 比留間誠 戦略開発課課長／立川市産業
                                                
42 S. Brown [1989] p.450. 
－ 37 － 
文化スポーツ部産業観光課 吉田 正 商工振興係長／同 井深亜希子 商工振興係／立川商
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